
電離放射線障害防止規則等について
～医療従事者に係る事項～

平成30年１月19日

厚生労働省労働基準局
安全衛生部労働衛生課

電離放射線労働者健康対策室
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第４回 医療放射 線の

適正管理に関する検討会

平 成 30 年 1 月 19 日

資料

４

○安全衛生管理体制（安全衛生統括者の選任、安全衛生委員会の開催等）
○教育（雇入れ時の教育、特別教育等）
○労働災害防止措置（健康障害の防止措置、リスクアセスメント等）
○健康診断等（年１回の定期健康診断、６月に１回の特殊健康診断の実施及び事後措置等） 等

労働安全衛生法による規制の体系

労働安全衛生法により、事業者に対して労働者の安全衛生対策、被ばく管理に係る各種義務を課している

安全衛生対策

○被ばく限度（放射線業務従事者の被ばく限度（実効線量）：100mSv/５年、かつ、50mSv/年）
（放射線業務従事者の被ばく限度（等価線量）：眼の水晶体 150mSv/年、皮膚 500mSv/年）

○線量の測定（胸部等の測定、胸部等以外の体幹部の測定、体幹部以外の測定）
○外部放射線の防護（照射筒やろ過板等の使用、間接撮影や透視時の措置 等）
○特別の教育（透過写真撮影業務に係る特別の教育）
○健康診断等（電離放射線健康診断の実施（配置替え時等、その後６月に１回）及び事後措置等） 等

被ばく管理（電離則）

労働安全衛生法

じん肺法

作業環境測定法

施行令 労働安全衛生規則

有機溶剤中毒予防規則

電離放射線障害防止規則

事務所衛生基準規則

etc

特定の分野や作業
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電離放射線障害防止規則で定める規制
＝「放射線業務」を行う事業者に対する規制

(1) 管理区域、線量測定、被ばく限度
① 実効線量が1.3mSv/３月を超える区域等を
管理区域に設定

② 管理区域内に立ち入る労働者の外部線量と
内部線量を測定

③

④ 眼の水晶体と皮膚の被ばく限度（等価線量）（通常作業時）
眼の水晶体の等価線量限度 150mSv/年
皮膚の等価線量限度 500mSv/年

(2) 放射性物質の取扱い
防じんマスク、保護衣類等の使用、作業室内での

喫煙・飲食の禁止等
(3) 健康管理等

特殊健康診断の実施（６月に１回）等

100mSv/5年100mSv/5年

電離放射線障害防止規則（電離則）について

電球＝放射性物質

光を出す能力＝放射能（ベクレル（Bq))

光＝放射線（シーベルト（Sv))

電離則の規制概要

放射線と放射能の関係を電球に例えると 日常生活と放射線の影響
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放射線業務従事者
の被ばく限度
年間50mSvかつ
５年間100mSv

緊急作業従事者の
被ばく限度

緊急作業期間中100mSv

一般公衆の
被ばく限度
年間1mSv

0.01

50mSv/年50mSv/年

100mSv/緊急作業期間中100mSv/緊急作業期間中

緊急作業時の被ばく限度（実効線量）

通常作業時の被ばく限度（実効線量）

放射線業務従事者
の被ばく限度
年間50mSvかつ
５年間100mSv

特例緊急被ばく限度
緊急作業期間中250mSv

100％の人が死亡

50％の人が死亡

血中リンパ球減少のしき
い値（250～600mSv）

単位：ミリシーベルト(mSv)

がん死亡のリスクが
線量とともに徐々に
増えることが明らかに

なっている。

1人当たりの自然放射
線量 年間2.1mSv

東京～ニューヨーク
航空機旅行での
自然放射線量

往復0.11-0.16mSv

上部消化管検査
1回３mSv程度
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放射線防止の基本原則である「遮蔽する。放射線源から距離を取る。作業時間を短くする。」に則り、作業方法等の
再確認を行うこと。
再確認の結果を踏まえ必要に応じて適切な遮蔽等に留意の上、作業方法の見直し、被ばく低減対策等を検討すること。
労働者から放射線被ばくによる眼の水晶体に係る健康不安の申出があった場合には、専門家等を活用し、労使間で話
し合って対応を検討すること。
眼の水晶体の等価線量の測定について、電離則第８条第３項に基づき放射線測定器を適切な位置に装着すること。
実効線量や皮膚の等価線量についても、引き続き適切な線量管理に努めること。

○眼の水晶体等価線量の被ばく限度
法令 年150mSv                         ５年平均で20mSv（年最大50mSv）

（ICRP（※）1990年勧告に基づく） （ICRP2011年声明）

現状

○予防的観点から、ALARAの原則（※）に則り、実施可能な被ばく低減対策への取組が進むよう、また、眼の水晶体の等
価線量限度に加えて、実効線量や皮膚の等価線量についても、引き続き適切な管理が行われるように、平成29年４月
18日付け基安発0418第１～５号「放射線業務における眼の水晶体の被ばくに係る放射線障害防止対策について」を発
出した。

当面の対応として

7.5倍の開き

眼の水晶体の被ばくに係る放射線障害防止対策

通達の要旨

○事業者は放射線業務従事者等に対して、以下の部位に放射線測定器を装着させること。
①胸部（一定の要件を満たす女性は腹部）
②頭・頸部、胸・上腕部及び腹・大腿部（以下「頭部等」）のうち最も放射線にさらされるおそれのある部位
③最も多く放射線にさらされるおそれのある部位（以下「当該部位」）が頭部等以外であるときは、当該部位

参考（電離則第８条第３項）

※ すべての被ばくは社会的、経済的要因を考慮に入れながら合理的に達成可能な限り低く抑えるべきという原則

※ 国際放射線防護委員会
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平 成 2 9 年 ９ 月 

労働基準局補償課 

職業病認定対策室 

 

医療従事者の電離放射線に係る皮膚がんの労災認定について 

               （平成24年度～平成29年度（９月７日現在）） 

 

【認定事例】  

職種 主な業務内容 
電離放射線業務 

従事通算年数 

准看護師 
エックス線透視を使用した大腸内視鏡検査時にお

ける患者補助等 
19 年 

整形外科医 
エックス線透視を使用した脊髄造影、神経根ブロ

ック、椎間板造影ブロック等 
16 年 

診療放射線

技師 
胃・腸エックス線透視撮影等 30 年 

整形外科医 
エックス線透視を使用した脊髄造影、神経根ブロ

ック、骨折整復固定、矯正骨切り術等 
26 年 

※ いずれも慢性放射線皮膚障害の認定要件である 25,000mSv 以上被ばくしていた。 

 

（参考） 

皮膚がんについては、業務上疾病の認定基準は定められていないが、慢性放射線皮膚障害につい

ては、以下のとおり認定基準が定められている。 

① ３か月以上の期間におおむね 25,000mSv 又はこれを超える線量の電離放射線を皮膚に慢性的に

被ばくした事実があること。 

② 開始後おおむね数年又はこれを超える期間を経た後に発生した疾病であること。 

③ 乾性落屑等の症状を経過した後に生じた慢性潰瘍又は機能障害を伴う萎縮性瘢痕が認められる

疾病であること。 
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